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１．はじめに 

 

今日，我が国の航空市場では，航空ネットワークの

再編が進んでいる．低需要な路線が数多く撤退され，そ

の余剰分が東京と大阪，札幌，福岡を結ぶ幹線に回され

ている．加えて，JALとANAの両社は，2009年度の事業
計画で6つのローカル線においてサービスを終えると発

表した．これら不採算路線からの撤退は，航空事業者の

事業採算性を向上させる経営戦略の１つである．しかし

ながら，このような路線撤退は，空港管理者および地域

経済に対し負の影響を及ぼすことは明らかである．以上

を踏まえると，航空事業者の路線撤退決定の前にその可

能性を推測することができれば，空港管理者は，路線を

維持のために戦略的な販売促進を行うことが可能となる． 

また，現在の航空需要予測では，航空路線の撤退条

件の設定には，明確な根拠がなく航空需要予測結果に少

なからず影響を与えており，便数設定は今後の検討課題

となっている． 

そこで，今後の航空需要予測や地方空港の営業・経

営戦略に資することを目的として，航空路線からの撤退

の現状を把握し，その要因について分析することとした． 

本研究では，路線の存続期間を生存時間と捉え生存

時間分析を用いて分析を行った．共変量は，航空事業者

が路線撤退の意思決定をする際に参考にしていると考え

られるものを採用した．採用した共変量は，需要のトレ

ンド・変動率・ロードファクター・乗り入れ路線数，新

幹線との競合の有無とした．  

 

 

２．既往研究 

 

 航空路線からの撤退に関連する既往研究はほとんどな

く，航空事業者アライアンスへの参入・撤退のメカニズ

ムを分析した研究のみであった． 

本研究が対象としている路線からの撤退という事象

と同様の形態が考えられる社会現象として，企業の倒産，

事業の継続，市場からの企業の退出などが考えられる． 

そこで，航空事業者のアライアンスへの参入に関す

る研究に加えて，市場から企業の退出に関する研究，企

業の倒産確率算出方法に関する研究，企業における事業

の継続性に関する研究の３つの視点で既往研究を整理し

た． 

Rhoadesら１）は，航空会社のアライアンスへの参入撤
退の要因を明らかとすることを目的として，アライアン

スへの存続期間を生存時間と考えアライアンスへの加盟

期間確率を算出している． 

市場からの企業の退出・廃業・倒産に関する研究は，

Sutton２），Caves３），Altman４）により研究されている．
企業の倒産に関する先駆的な研究として挙げられる

Altman４）の研究では，1946年から1965年までに倒産し
た企業を収集し，それと同業種でかつ同規模の非倒産企

業をペアで33組取り上げ倒産予測のモデルを導出してい

る．説明変数は、流動性・収益性・カバレッジ・支払能

力・活動性の５つのグループからなっており，線形モデ

ルで倒産確率を算出している．一方，財務諸表を公開し

ている上場企業からのみサンプルを用いて分析している

ためサンプル数が少ないこと．また，ペアサンプル方式

を採用しているため業種や規模に関する変数が分析の対

象から除外されているなどの問題が指摘されている． 

Evans３，９），Dunne６）らは，米国・英国の製造業のデ
ータを使用して，事業所の規模が小さく，年齢の若い事

業所ほど廃業の確率が高くなることを示している． 
Lieberman７）らは，大規模で多数の工場を持つほど閉
鎖に追い込まれる可能性が高いことを示している．また，

大上８）は，比例ハザードモデルを用いて企業の倒産確

率を推定しその推定上の問題点について指摘している． 
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３．使用データ 

 

 本研究では，国土交通省が毎年取りまとめている航空

輸送統計年報の「第４表 国内定期航空路線別、区間別、

月別運航及び輸送実績」を用いた．航空輸送統計年報の

第４表は，幹線データ，ローカル線データに分けられて

おり，それぞれ，OD間距離，運行回数，運行時間，運
行キロメートル，さらに旅客に関しては旅客数，座席数，

人キロメートル，座席キロメートル，座席利用率などを

把握することができる．使用したデータは平成12年から

平成19年までの8年分のデータを用いた．対象とした航

空事業者は，日本航空（JAL）と全日本空輸（ANA）と
し幹線とローカル線のデータ使用した．ただし，日本エ

アシステム（JAS）は2002年にJALと経営統合し路線の
１本化が図られたことから分析データから除いた．また， 
JAL，ANAのグループ会社であるJALエクスプレスやエ
アーニッポンなどのデータは除外した． 

 

４．航空路線再編の現状 

 

各事業者の平成12年から平成19年までの路線数の変

化を図‐１に示す．幹線は８年間継続的に横ばい傾向が

続いている．一方，ローカル線は，JAL，ANAとも平成
15年までは大きな変化がなかったが，平成15年に大幅に

路線数が増加している．この理由には，中部国際空港や

神戸空港の開港が挙げられる． 

航空路線数は，平成15年を基準にするとJALは約
400%の増加，ANAは約200%の増加となっている．しか
し，両社とも平成16年を境にして平成19年まで，JALは
横ばい傾向ののち路線数減少，ANAは減少が続いてい
る．平成16年比にして，JALは13%減，ANAは16％減で
ある．このことから平成16年以降，JAL，ANAともに国
内航空市場における航空ネットワークの再編整備が進ん

だものと考えられる．実際，JAL，ANAが発表した経営
計画の中で，原油価格の高騰，安定経営体質の構築，収

益改善を図ることに触れて，不採算路線からの撤退を表

明している． 
 平成17年から平成21年上半期のJAL，ANAを対象とし
て撤退路線を図‐２，３に示す．図‐２よりJALの撤退
は，関西・沖縄路線を中心に行われている．また，北海

道の一部・福島・仙台・九州の一部の路線も撤退してい

ることが明らかとなった． 
図‐３よりANAの撤退は，地方空港のみならず，大
都市にある関西や那覇などの路線でも撤退が行われてい

ることが明らかとなった． 

 

 

 

 

 

 
図‐１ 航空路線数の変遷 

 

５．路線撤退に関する分析 

 

（１）生存分析 

本研究では，航空事業者が運航路線から撤退する現

象をモデル化するために生存分析を援用した．生存分析

では，運航路線の存続期間を生存時間と考え生存時間モ

デルを適用し分析を行った．生存時間モデルは式（１）

で示される． 
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式（１）よりハザード関数は式（２）で表される．
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式（２）より生存関数 )(tS を導くと式（３）になる． 
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また，路線存続の期待期間は式（４）で表わされる． 
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（２）基礎分析 

 航空輸送統計年報から得られる，各種輸送統計量の基

礎分析結果を図‐４，５に示す．図‐４に，座席利用率

の変動率の割合を路線の存続・撤退別に示す．撤退した

路線は，座席利用率の変動率が0.2以上の路線が約50%を

占めている．一方で，存続した路線は，座席利用率の変 
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図‐２ JALの撤退路線 
 

動率が0.2未満の路線が約75％占めている．このことか

ら，座席利用率の変動率が大きい路線は撤退している可

能性が高いことが明らかとなった． 

 図‐５に路線からの存続・撤退別の乗り入れ路線数の

割合を示す．撤退した路線では，5路線未満である割合

が約40%である．一方で，存続している路線では，5路線

以上乗り入れている路線の割合が約80%ある．このこと

から，乗り入れ路線数の少ない路線は撤退している可能

性が高いことが明らかとなった． 

 

（２）路線撤退モデル 

 本研究では，生存時間モデルを援用して航空路線の撤

退の要因を明らかにすることを目的として路線撤退モデ

ルを構築した．採用した変数と変数を採用した理由を表

‐１に示す．採用した変数は，運航回数，旅客数，座席

数座席利用率，乗り入れ路線数，新幹線競合ダミーとし

た．それぞれの変数を変動係数やHistorical Volatilityとい
う形に統計処理をした上で変数として変数とした．また，

Historical Volatilityは以下の式（５）で表わされる． 
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新幹線ダミーは，国土交通省が2004年に行っている

航空需要予測に関する調査で「新幹線との競合路線ダミ

ーの変数設定」を参考にしてダミー変数を設定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐３ ANAの撤退路線 

 

図‐４ 座席利用率の変動率割合 

 

 
図‐５ 乗り入れ路線数の割合 

 

分析対象期間は，航空事業者が撤退の意思決定を行うた

めには，短期間ではなくある程度の旅客輸送データの蓄 

積が必要であると判断し，３年以上路線が存続している

153路線を対象とした． 
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表‐１ 変数の採用理由 

変数 採用理由 

運航回数の変動係数 路線の特徴をあらわす基礎統

計量であると考えたため 旅客数の変動係数 

座席数の変動係数 

座席利用率の変動係数 

座席利用率の分散 

路線の存続・撤退に特に影響

を与えると考えられる座席利

用率は変動係数との影響の違

いをみるため 

運航回数のHV 変数のHistorical Volatilityが路
線を成長率の標準偏差を代替

する指標であると考えられる

ため 

旅客数のHV 
座席数のHV 
座席利用率のHV 

乗り入れ路線数 
路線の乗り入れ路線数が多い

ほど規模の経済が働き路線か

ら撤退しにくいと考えたため 

新幹線競合ダミー 

競合している場合，存続・撤

退のどちらの要因となりうる

のか把握するため 

 

（３）モデルの推定結果 

表‐２に路線撤退モデルの推定結果を示す．モデル 

１は今回考えた変数を全て採用したモデルで，モデル２

は，AICが最も小さくなる変数の組み合わせで推定した
モデルである．両モデルともスケールパラメータ，形状

パラメータがともに有意であるため，路線の存続期間を

生存時間と考えたモデルが推定できている．さらに，推

定された路線撤退モデル有意なパラメータは，座席数の

変動係数，座席利用率の変動係数，乗り入れ路線数，新

幹線競合ダミーである．今回推定したモデルのパラメー

タの符号の意味は，パラメータの符号がマイナスの場合，

路線が存続することを示し，プラスの場合路線が撤 

退することを意味する．符号の合理性の観点から考察す

ると，座席数の変動係数から機材繰りをうまくやること

で路線を存続できる可能性があることがわかる．変動係

数が大きい場合撤退し易いことがわかる．乗り入れ路線

数が多いほど規模の経済が働き撤退しにくいと考えられ

る．新幹線と競合している路線では新幹線との価格競争

をすることにより路線を存続させている可能性がある．

以上より，座席利用率の変動と乗り入れ路線数が路線の

撤退要因に大きく関わっている可能性が高いことが明ら

かとなった． 

 
６．おわりに 

 

 本研究では，我が国の航空路線の撤退要因を明らかに

することを目的として，路線撤退の現状分析，生存分析

を援用した路線撤退モデルの構築を行った．路線撤退の

現状分析の結果，近年の原油高騰，経営再建，不採算路 

表‐２ 路線撤退モデルの推定結果 

 Model１ Model２ 
変数 係数 t値 係数 t値 

運航回数の変動係数  -0.69  -0.59  - - 

旅客数の変動係数 -1.33  -0.73  - - 

座席数の変動係数 -2.95  -1.83  -4.06  -5.33  
座席利用率の変動係数 6.00  4.09  5.62  5.63  
座席利用率の分散 0.01  0.23  - - 

運航回数のHV 0.69  0.24  - - 

旅客数のHV -0.92  -0.27  - - 

座席数のHV 0.76  0.22  - - 

座席利用率のHV 2.17  0.72  - - 

乗り入れ路線数 -0.08  -4.32  -0.54  -2.15  
新幹線競合ダミー -0.42  -1.94  -0.09  -4.58  
スケールパラメータ 48.50  41.30  3.85  76.98  
形状パラメータ 3.97  22.97  1.41  22.05  
 

線の集約など経営計画に挙げられるような路線の再編が

行われていることが明らかになった．JALは関西・沖縄
路線を中心に撤退が行われていた．一方で，ANAは，
地方空港のみならず関西や那覇など高需要な路線でも撤

退していることが明らかとなった． 

路線撤退モデルの構築を行った結果，座席利用率の

変動と乗り入れ路線数が路線撤退の主要な要因となって

いる可能性が高いことが明らかとなった．また，規模の

経済が働く乗り入れ路線数や熾烈な価格競争を余儀なく

されると考えられる新幹線競合ダミーも何らかの形で路

線の存続・撤退に影響を及ぼしていることが明らかとな

った．今回，各種輸送指標を用いて路線の存続・撤退の

決定要因について分析したが，単に各種輸送指標による

ものではなく，政治的な意図が大きくからんでいる可能

性もある．しかしながら，各種輸送統計量により航空事

業者の意思決定要因を説明できれば，各空港・空港周辺

の自治体に対して有益な情報となるだけでなく，今後の

航空需要予測における航空路線設定の精緻化が図られ，

様々なシナリオのもとで航空需要予測推計をすることが

可能となる．引き続き，路線撤退モデルに様々な変数を

考慮することで，撤退を説明する要因を検討する． 
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